
「子育て支援施策の充実による定住促進」、「共にすすめる地域の産業・賑わいづくりの推進」
「地域共生社会の実現」、「行財政改革の推進」の４つの方針に基づき予算を編成

　限られた財源の中で、予算規模の縮小を行いながらも「子育て支援施
策の充実」「防災対策の強化」の２点に特に注力しています。
　大型建設事業の縮減や、全事業の精査により、歳出の抑制を図った結
果、平成31年度当初予算に比べ、13億3,400万円、4.1％の減となりました。
　令和２年度当初予算書および令和２年度当初予算概要説明書は、市の
ホームページにも掲載されていますので、そちらもご覧ください。

＜主な歳入の種類＞
◆市税（前年度比＋2,384万円）
　市民の皆さんから直接納めていただいている税で、
市民税、固定資産税、軽自動車税などがあります。農
作物の収穫量が良好だったことや、新築家屋の増加、
また課税する物件の更なる把握に努めたことによる増
収を見込んでおり、前年度比2,384万円、0.5％の増と
なっています。

目的別分類…目的別分類は、経費をその行政目的によ
って分類したもので、行政分野に対する経費の配分
がわかります。

＜主な歳出の種類（目的別）＞
◆衛生費（前年度比△14億8,407万円）
　８月からの子ども医療費の完全無償化の実施に加え、
新たに骨髄提供時の入院等に係る経済的負担を軽減す
る「骨髄移植ドナー等支援事業」を実施するなどサー

◆地方交付税（前年度比＋１億6,050万円）
　地方交付税はどの地域に住む方々にも一定の行政サ
ービスを提供できるよう、国が保障するもので、市税
と並び、多くの自治体において年間収入の柱となって
います。
　国の計画では前年度比2.5％の増と示されています
が、当市では市町村合併における特例措置（合併算定
替）の終了による影響を見込み、前年度比１億6,050
万円、1.5％の増となっています。
◆市債（前年度比△10億5,621万円）
　市債は道路や公園、学校などの建設事業等を行う際
に、その資金として市が借り入れるお金です。
　令和２年度は前年度に引き続き西部クリーンセンタ
ーやふるさと交流圏民センター等の改修工事を実施し、
また、サンビレッジ五所川原等の改修を新たに実施す
る一方で、一般廃棄物最終処分場の完成などにより、
全体では前年度比10億5,621万円、24.1％の減となっ
ています。

ビスを拡充する一方で、一般廃棄物最終処分場の完成
に伴う事業費の減により、衛生費全体では前年度比14
億8,407万円、30.7％の減となっています。
◆農林水産業費（前年度比△３億7,630万円）
　赤～いりんごの成分分析や、りんご並木の再整備に
よる赤～いりんごの振興を図るとともに、新規就農や
地域の担い手の農業用機械等の導入支援を継続実施し、
複合経営に対する支援を拡充することで、当市の基幹
産業である農業の活性化を図る一方で、ごしょつがる
農業協同組合が整備する貯蔵施設に対する補助金が終
了したことなどから、農林水産業費全体では前年度比
３億7,630万円、26.3％の減となっています。
◆教育費（前年度比＋１億6,646万円）
　給食費を10月分から全額支援することに加え、昨年
度に引き続きふるさと交流圏民センター（オルテンシ
ア）の大規模改修工事を実施するとともに、サンビレ
ッジ五所川原と弓道場の改修に新たに着手することな
どにより、教育費全体では１億6,646万円、7.1％の増
となっています。

分担金および負担金
2億3,191万円
0.7%市税

51億6,259万円
16.7%

自主財源
23.0%

依存財源
77.0%

地方交付税
111億7,583万円

36.2%

財産収入ほか
13億6,866万円

4.5%

市債
33億2,849万円
10.8%

国庫支出金
53億1,615万円
17.2%

県支出金
23億7,861万円

7.7%

地方譲与税ほか
16億1,329万円

5.1%

使用料および
手数料

3億4,747万円
1.1%

（その他内訳）
議会費

2億1,766万円
0.7％
労働費

4,587万円 0.1％
農林水産業費
10億5,413万円

3.4%
商工費

3億6,858万円
1.2%

災害復旧費
4,856万円 0.1%
予備費

2,000万円 0.1%

民生費
113億6,543万円

36.8%
目的別

公債費
47億7,044万円
15.4%

衛生費
33億5,750万円
10.9%

衛生費
33億5,750万円
10.9%総務費

28億2,371万円
9.1%

土木費
25億9,341万円

8.4%

その他
17億5,480万円
5.6％

消防費
17億3,512万円

5.6%

教育費
25億2,259万円

8.2%

＜一般会計歳入（309億2,300万円）＞  

＜一般会計歳出（309億2,300万円）＞   

～ 子育てするなら五所川原市で ～
令和２年度五所川原市一般会計予算は309億2,300万円

（前年度予算  322億5,700万円）

令和２年度当初
予算が、五所川
原市議会で可決
されました
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＜主な歳出の種類（目的別）＞
◆義務的経費（人件費、扶助費および公債費）
　（前年度比＋６億4,951万円）
　人件費（職員の給料など）、扶助費（児童・高齢
者・生活困窮者などに対して行う支援に要する経費）、
公債費（市債の返済費）は義務的経費と呼ばれ、支出
が義務付けられているものや任意に削減することが難
しい経費です。
　新たに会計年度任用職員制度が開始することや、子
ども医療費完全無償化の新規実施、また学校給食セン
ターの建設の際に借り入れた市債の元金償還が新たに

開始することなどから、義務的経費全体では前年度比
６億4,951万円、4.2％の増となっています。
◆投資的経費（普通建設事業費など）
　（前年度比△22億1,441万円）
　道路、学校、公営住宅の建設などその支出の効果が
資本の形成に向けられ、施設等が将来に残るものに支
出される経費を投資的経費と言います。
　一般廃棄物最終処分場の建設終了や、ごしょつがる
農業協同組合が整備する貯蔵施設に対する補助金の
終了などにより、投資的経費全体では前年度比22億
1,441万円、42.8％の減となっています。
◆その他の経費（物件費、維持補修費、補助費など）
　（前年度比＋２億3,090万円）
　物件費（消耗品費や委託料など、後年度に形を残さ
ない経費）および維持補修費（公共施設の維持補修に
係る経費）は、会計年度任用職員制度の開始に伴う賃
金の廃止により、前年度比２億8,965万円、7.5％の減
となっています。（物件費△２億5,187万円、維持補修
費△3,778万円）
　補助費等（各種団体への補助金や負担金などの経
費）は五所川原地区消防事務組合に対する増加や、給
食費完全無償化の新規実施などにより、前年度比２億
2,372万円、4.9％の増となっています。

【共にすすめる地域の産業・賑わいづくりの推進】
□継　経営体育成支援事業費補助金 5,222万円 
　中心経営体等が融資を受け農業用機械等を導入する
際、補助金を交付し主体的な経営展開を支援します。
□拡　複合経営等支援事業費補助金 50万円 
　稲作にかかわらず多種農業の複合を対象に地域農業

の振興を図り、作目を分散させることにより不作によ
る収入減少の軽減を図ります。加えて、六次産業化を
推進することで、農家所得の向上だけでなく、雇用の
創出につなげ、地域の活性化を図ります。

【子育て支援施策の充実による定住促進】
□拡　すくすく学校給食応援事業 9,500万円
　市立小中学校に在学し学校給食を受けている児童生
徒の保護者で市内に住所を有する方を対象に、学校給
食費への支援を行います。４月分から９月分までは、
給食費の４分の１相当、10月分からは全額の支援を行
います。
□拡　子ども医療費給付事業 10,500万円
　令和２年８月診療分より入院・通院ともに出生から
中学校卒業までを子ども医療費の給付の対象とし、安
心して子育てできる市の実現を目指します。
□拡　放課後児童健全育成事業 9,104万円
　保護者が労働等のため、日中、家庭を留守にする児
童を対象に、授業終了後、学校の施設等を利用して適
切な遊び場や生活の場を与え、その健全な育成を図り
ます。民間事業者への委託を行うことで、支援員への
指導・研修体制の充実および児童への均一かつ良質な
サービスの提供を図ります。
□拡　外国青年招致事業 153万円 
　令和２年度からの小学校での英語教育の開始を受け、

英語教育環境を向上させるため、ＡＬＴ職員を１名増
員します。
□新　小中学校教育情報化整備事業（３月補正） 17,050万円
　学習の基盤となる児童生徒の情報活用能力を育成し、
効果的な学習につながるよう、小中学校の校内通信ネ
ットワーク（校内ＬＡＮ）整備を実施します。 
□継　適応指導教室運営事業 115万円 
　いじめや学校不適応傾向などにより登校できない児
童生徒の学習機会の確保、学校復帰へ向けた支援およ
び教育相談を行います。定住自立圏内および板柳町を
含む２市５町での広域化を図っており、令和２年度は、
中泊町、鶴田町、板柳町へ指導員を派遣し、より広域
的な児童生徒のケアを行います。
□新　小学校トイレ改修事業（３月補正） 2,948万円 
　小学校計９校（既に整備済みの中央小学校、大規模
改造事業で対応する金木小学校を除く）の和式トイレ
の洋式化を進め、概ね洋式化率を８割程度まで引き上
げます。令和２年度は五所川原小学校といずみ小学校
を予定しています。

維持補修費
5億8,017万円 1.9%

積立金
1億4,891万円 0.5%

予備費
2,000万円 0.1%

人件費
35億2,554万円
11.4%

義務的
経費
52.6%

投資的経費
9.6%

その他
37.8%

公債費
47億7,044万円
15.4%

扶助費
79億7,271万円
25.8%

災害復旧事業費
2,694万円
0.1%

普通建設事業費
29億3,525万円

9.5%

補助費等
47億8,963万円
15.5%

物件費
30億1,691万円

9.7%

繰出金
26億2,114万円

8.5%

投資･出資金･貸付金
5億1,536万円
1.6%

性質別

性質別分類…性質別分類は、経費の性質を基準として分類したもので、構造の特色がわかります。

令和２年度一般会計の主な新規・拡充・継続事業と予算
凡例…新：新規事業　拡：拡充事業　継：継続事業

次ページへ続きます。
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◆特別会計予算（各財産区特別会計の予算は省略します）
区　　　　分 予 算 額 前年度比（%）

国民健康保険事業勘定 63億2,618万円 0.7
国民健康保険医科診療施設勘定 1億7,335万円 ▲ 1.3
国民健康保険歯科診療施設勘定 3,834万円 2.4
後期高齢者医療 6億8,840万円 11.0
介護保険 65億3,574万円 2.3
高等看護学院 1億203万円 8.4

□継　農業次世代人材投資事業 2,941万円
　地域農業マスタープランに基づき、青年の就農意欲
の喚起と就農後の定着を図るため、就農直後の経営安
定化を支援します。
□継　中山間地域等直接支払交付金事業 4,503万円
　耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に
懸念されている中山間地域等において、農業生産の維
持を図りつつ多面的機能を確保するという観点から直
接支払を実施します。
□拡　赤～いりんご振興対策事業 170万円
　市の特産品である赤～いりんごの栄養成分について
の理化学検査を実施し、民間の商品開発を促進するた

めの環境づくりを図ります。
□継　訪日外国人旅行者誘致促進事業 1,278万円
　平成31年度に台湾台北市の「大葉高島屋」にて行っ
た物産展「青森県まるごと五所川原フェア」を、令和
２年度においても引き続き同百貨店にて開催します。
□拡　創業等支援事業 101万円
　定住自立圏の市町との広域連携により策定し、国の
認定を受けた「創業支援等事業計画」に基づき、県と
協働で設置した「創業相談ルーム」を継続実施すると
ともに、創業セミナーや出張相談会を実施し、創業者
の増加につなげます。

【地域共生社会の実現】
□継　市民提案型事業 343万円
　市民協働によるまちづくりの推進に向け、地域の活
性化に向けた市民団体等の自主的な活動を支援します。
□新　地域の未来づくり推進事業 132万円
　人口減少が進み、将来的に生活機能の維持・確保が
困難になる地域において、住民が住み慣れた地域で希

【行財政改革の推進】
□新　消防団運営費 5,721万円
　近年の防災体制強化の全国的な高まりを受け、地域
の防災体制の要となる消防団員の連携を強化していく
ため、消防団の管理を市で所管することで、地域防災
活動の体制強化を図ります。
□新　ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ導入事業 385万円
　限られた労働力で市民からのニーズに応じるため、
ＲＰＡ（定型的なパソコン操作をロボットが自動化す

◆企業会計予算 
水道事業…効率的に水道施設を管理運営するため、経
費節減に努め、安定的かつ効率の良い事業運営に努
めていきます。

工業用水道事業…契約企業に対し安定的に給水してい
くため、より一層の効率的な事業運営に努めます。

下水道事業…資産の適正な維持管理と経営状況の正確
な把握により、効率的かつ計画的な経営に努めます。
浄化槽設置費の一部補助制度は継続実施します。

水道事業 予 算 額 前年度比（%）
収 益 的 収 入 15億855万円 1.4
収 益 的 支 出 13億7,488万円 2.1
資 本 的 収 入 7億9,420万円 32.8
資 本 的 支 出 13億4,214万円 24.7

工業用水道事業 予 算 額 前年度比（%）
収 益 的 収 入 1億1,532万円 1.9
収 益 的 支 出 9,908万円 ▲ 11.4
資 本 的 収 入 1億1,251万円 336.8
資 本 的 支 出 1億1,598万円 283.7

下水道事業 予 算 額 前年度比（%）
収 益 的 収 入 8億9,676万円 1.2
収 益 的 支 出 11億729万円 5.8
資 本 的 収 入 6億895万円 ▲ 36.4
資 本 的 支 出 7億297万円 ▲ 35.5

望を持って生活を続けられるよう、住民が主体となっ
て様々な生活課題に取り組む組織の設立を支援します。
□拡　自治会振興交付金事業 1,098万円
　市と自治会等の協力・連携などの相互補完関係を通
じて住民自治の充実を図り、協働により「共に支え合
うコミュニティ」の充実を目指します。

る技術）およびＡＩ－ＯＣＲ（ＡＩを用いた文字認識機
能）によって職員の生産性の向上を図り、住民サービ
スの質の向上を目指します。
□新　公共サービス民間提案事業 13万円
　市が行う事務事業に対し、民間事業者からの提案を
募り、質の向上が図られるものを民間事業者へ委託す
ることで、市民サービス向上および行政運営の効率化
を図ります。
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